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（１） 戦略的地域貢献
　大学の地域貢献は、「地域のニーズや特性」を踏まえ、研究者の
もつシーズと組み合わせることで地域ならではの特色ある研究
を推進し、国内外の地域社会の課題を解決、最新研究成果を社会
実装することで、その実を結ぶものであると考えます。
　地域の幸せとは何か、誰にとっての幸せか、それを実現するた
めにはどうすればいいか。このような長期の将来ビジョンにもと
づき、地域の課題を構造的に分析・把握し、これにもとづく戦略
シナリオを描いたうえで個々のプロジェクトを展開することが
必要です。
　地域連携機構は、自らが地域に対して責任を持つ主体として、
戦略的かつ持続的に地域貢献を目指すという基本姿勢をこれか
らも維持します。

（２） 現場の実効性重視
　これまで大学が地域と関わるとき、ともすればスポット的に介
入し、短期的な結果しか見ずに現場を離れてしまうことが少なく
ありませんでした。そのため、当初の介入の仕方が正しかったの

かどうかの検証が不充分となり、社会科学としても中途半端なも
のになりがちでした。
　地域連携機構は、地域の現場における実効性のある課題解決を
第一目標とします。なおかつ、現場に埋没することなくそこから普
遍的な解を導くという、大学のあるべき姿の追求を継続します。

（３） 柔軟な組織運用
　地域連携機構は、研究者が独自に主宰する研究室の集合体とし
て発足しました。個々の研究室の運用は研究室長の裁量に委ねら
れ、活動の財源も主に外部資金の獲得により賄うこととされてき
ました。発足以来９年間、研究室の終了と新規開設が行われてき
ましたが、組織の存続を自己目的化することなく、研究室の使命
達成を目安に流動的な組織運用を行うというスタイルが確立し
てきました。
　これからも、個々の研究室の独立性を尊重しつつ、使命主導型
の柔軟な組織運営を目指します。

（１） 戦略的地域貢献
　大学の地域貢献は、「地域のニーズや特性」を踏まえ、研究者の
もつシーズと組み合わせることで地域ならではの特色ある研究
を推進し、国内外の地域社会の課題を解決、最新研究成果を社会
実装することで、その実を結ぶものであると考えます。
　地域の幸せとは何か、誰にとっての幸せか、それを実現するた
めにはどうすればいいか。このような長期の将来ビジョンにもと
づき、地域の課題を構造的に分析・把握し、これにもとづく戦略
シナリオを描いたうえで個々のプロジェクトを展開することが
必要です。
　地域連携機構は、自らが地域に対して責任を持つ主体として、
戦略的かつ持続的に地域貢献を目指すという基本姿勢をこれか
らも維持します。

（２） 現場の実効性重視
　これまで大学が地域と関わるとき、ともすればスポット的に介
入し、短期的な結果しか見ずに現場を離れてしまうことが少なく
ありませんでした。そのため、当初の介入の仕方が正しかったの

かどうかの検証が不充分となり、社会科学としても中途半端なも
のになりがちでした。
　地域連携機構は、地域の現場における実効性のある課題解決を
第一目標とします。なおかつ、現場に埋没することなくそこから普
遍的な解を導くという、大学のあるべき姿の追求を継続します。

（３） 柔軟な組織運用
　地域連携機構は、研究者が独自に主宰する研究室の集合体とし
て発足しました。個々の研究室の運用は研究室長の裁量に委ねら
れ、活動の財源も主に外部資金の獲得により賄うこととされてき
ました。発足以来９年間、研究室の終了と新規開設が行われてき
ましたが、組織の存続を自己目的化することなく、研究室の使命
達成を目安に流動的な組織運用を行うというスタイルが確立し
てきました。
　これからも、個々の研究室の独立性を尊重しつつ、使命主導型
の柔軟な組織運営を目指します。

　プロジェクト期間終了後も成果が持続し、地域に定着するため
には、地域を担う人たちの中で社会・経済的効果が実感され、次
世代の担い手に成果が引き継がれていくことが望まれます。これ
は社会実装のフェーズにあたるもので、試行段階の成功あるいは
最新研究成果を踏まえて、地域連携機構は新たにこの社会実装の
段階に挑戦します。

（１） 社会・経済的効果に関する評価
　地域社会への関わりは、調査研究から始まり、事業プロジェク
トの段階に進みます。その際、ステークホルダーの間での社会・
経済的効果が、事業の長期的な成功の評価基準となります。
　地域連携機構では、プロジェクトを長期的な成功に導くため、
社会・経済的側面からの事前・事後評価をより強化することに
いたします。

（２） 人材育成
　地域の中で事業を継続するにはなにより担い手が途切れるこ
となく、さらに能力を高めていくことが不可欠です。
　また、教員・学生は地域の知恵に学び実践力を高め、地域を担
う主体は大学の知恵で武装して戦略性を強化するという双方の
学びの場から人が育つことが重要です。
　地域連携機構は、学生教育にも地域との関わりを反映させるよ
う努めるとともに、永国寺キャンパスにおける社会人教育などを
展開する中で、地域の即戦力となる人材育成も強化することを目
指します。
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　2009( 平成 21) 年度の公立大学法人化と同時に発足した地域連携機構は、21世紀型の「心豊かな」地域社会モデルを全
国に先駆けて高知県で実現することを目標に、様々なプロジェクト成果を積み重ねて参りました。この過程で、大学の地域
貢献のあり方についても理論的枠組みを模索し、今後も継承すべき基本ポリシーを確立してきました。
　2015( 平成 27) 年度、高知県立大学との法人統合にともない、地域連携機構は高知市中心部にある永国寺キャンパスに
も拠点を設け、これまで以上に地域に密着して研究成果を社会に実装し、地域課題の解決に向けて努力を重ねるとともに、
さらなる挑戦を続け、大学の社会貢献において世界一流となることを目標といたします。
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１．継承すべき基本ポリシー

２．社会実装への取り組み

科学技術とマネジメントの融合により、高知から、
21 世紀型産業モデルを創出・発信します。

高知工科大学地域連携機構は、2009 年度の公立大学法人化を
契機として、地域との連携を一層強化することを意図して設立さ
れました。
地域連携機構は、多彩な分野の先端研究を地域に活かす「連携
研究センター」、文理統合による社会シミュレーションと政策・
経営ソリューションの創造を目指す「社会マネジメントシステム
研究センター」、地域連携機構の活動の社会実装に向けた体系化
を目指す「社会連携センター」、地域の暮らしや文化の価値を再発
見し、次の世代の育成や持続可能な地域社会の継承にむけた試み
に挑戦する「地域共生センター」の４つの研究センターと、地域教
育との連携を課題とする「地域教育支援センター」により構成し、
設立以降、地域とのつながりの強い専門分野の教員を集約するこ
とで地域連携に力を注いで参りました。
その結果として、スラリーアイスを使った生鮮魚類の鮮度保持
や凍結濃縮、高知県などの地方の道路事情等に即した交通システ
ムを提起した「草の根ＩＴＳ」、脳ドッグデータの活用により健康
寿命と運転寿命の延伸を目指し超高齢社会を活性化させる試み、
地域防災システムや地域情報通信、有用植物資源、木質バイオマ
ス発電や木質ペレットの普及促進など、それぞれの教員の専門分
野に基づく具体的な成果を発信してきました。
本学では、それぞれの教員の専門性を極限まで追求しつつ、そ

れに基づいて地域に貢献していくという方針を打ち出していま
す。この方針に則り、高知県が抱える様々な課題の解決に寄与し
ていくことを目標とするなかで、例えば、地域の里山フィールド
の課題等を工学の専門性を発揮することで解決を目指す里山工
学など、今まで存在しなかった新たな研究領域として注目をされ
る取り組みも始まっています。
地域連携機構は、大学の社会貢献に対する強い要請に応えて、
高知工科大学らしい専門性に根差した地域貢献のあり方を今後
とも追求したいと考えています。地域の皆様方のご支援・ご協力
をよろしくお願い申し上げます。

岩田 誠
い わ た ま こ と
地域連携機構長

木村 良
き む ら  りょう

地域連携機構長補佐
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　 社会連携センター          » Ｐ13

   センター長　永野 正展　
» 

　 地域共生センター        » Ｐ14
　  センター長　浜田 正彦

» 

 

『地域活性化の実践を研究・教育に結びつける』　
実装研究における社会科学と自然科学の統合をはかり、複雑な課題を分析・再現・
予測することで、実際に社会を経営するための役に立つ学問を目指します。

『地域活性化の実践を研究・教育に結びつける』　
実装研究における社会科学と自然科学の統合をはかり、複雑な課題を分析・再現・
予測することで、実際に社会を経営するための役に立つ学問を目指します。

Ý  地域教育高度化研究室                                »Ｐ15Ý  地域教育高度化研究室                                »Ｐ15

『卓越したマネジメント力で地域活性化に貢献』
地域連携機構諸活動の社会実装に向けた体系化を図るとともに、地域の諸課題に関
する分析・コンサルテーションを行います。

『卓越したマネジメント力で地域活性化に貢献』
地域連携機構諸活動の社会実装に向けた体系化を図るとともに、地域の諸課題に関
する分析・コンサルテーションを行います。

『持続可能な地域社会の実現を目指す』
過疎、高齢化などの逆境の中で、地域の暮らしや文化の価値を再発見するとともに、
新たな価値の創造・次の世代の育成・持続可能な地域社会の実現に向けて挑戦します。

『持続可能な地域社会の実現を目指す』
過疎、高齢化などの逆境の中で、地域の暮らしや文化の価値を再発見するとともに、
新たな価値の創造・次の世代の育成・持続可能な地域社会の実現に向けて挑戦します。

『多彩な分野の先端研究を地域に活かす』
特に地域との関わりが深い 8 つの研究室を、連携研究センターのもとに配し、地域
との連携を重視した研究開発を推進します。
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特に地域との関わりが深い 8 つの研究室を、連携研究センターのもとに配し、地域
との連携を重視した研究開発を推進します。

Ý  地域公共交通研究室・地域道路交通研究室  »Ｐ05

Ý  国土情報処理工学研究室　　　　　　　 »Ｐ06

Ý  スケールセンシティブ地域産業研究室　 »Ｐ07

Ý  地域交通医学・社会脳研究室　　　　　 »Ｐ08

Ý  統合減災マネジメント研究室　　　　　 »Ｐ09　

Ý  補完薬用資源学研究室　　　　　　　　 »Ｐ10

Ý  ものづくり先端技術研究室　　　　　　 »Ｐ11
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Ý  統合減災マネジメント研究室　　　　　 »Ｐ09　
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Ý  ものづくり先端技術研究室　　　　　　 »Ｐ11

　 社会マネジメントシステム研究センター » Ｐ12
   センター長　那須 清吾　

 » 

  連携研究センター
   センター長　岩田 誠

ものづくり先端技術研究室
スケールセンシティブ地域産業研究室
地域教育高度化研究室
統合減災マネジメント研究室
地域交通医学・社会脳研究室
地域共生センター香美分室
地域公共交通研究室
地域道路交通研究室

ものづくり先端技術研究室
スケールセンシティブ地域産業研究室
地域教育高度化研究室
統合減災マネジメント研究室
地域交通医学・社会脳研究室
地域共生センター香美分室
地域公共交通研究室
地域道路交通研究室

補完薬用資源学研究室
社会マネジメントシステム研究センター
香美分室
国土情報処理工学研究室

補完薬用資源学研究室
社会マネジメントシステム研究センター
香美分室
国土情報処理工学研究室

3階

2階

1階 研究連携部研究連携課（受付）
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客員研究員
土居 貴之

名誉教授
熊谷 靖彦

室長  高木 方隆

四国の地理情報を集積し、新しい応用局面を開拓する
地理情報システムとリモートセンシングという基盤技術の上に、さまざまな情報を
重ね合わせて新しい地域政策立案のツールとする。

国土情報処理工学研究室

　衛星リモートセンシングの高精度化が私自身の研究テーマです。この研
究活動によって、これまで四国を対象に、非常に多くの衛星画像と様々な
地理情報が、本研究室に集積されてきました。これらデータは、現代社
会の様々な課題の本質を浮き彫りにし、解決のための施策を検討するこ
とが出来ます。今後、心豊かな社会の持続的な発展を目指し、応用研究
を展開していきます。

k 地理情報システム（ＧＩＳ）の可能性

　ＧＩＳ(Geographic Information System) は近年急速に進化し、今では
社会基盤を構成する不可欠の技術となっています。2007（平成 19）年度に
は地理空間情報活用推進基本法が制定され、地図表現と結びつくありとあ
らゆる情報をデジタル地図の緯度経度データと共に一元的に集約する動
きが加速されています。
　とくに衛星によるリモートセンシングや航空写真などの面的なカバー
領域は地球全域におよび、また、赤外線による植物活性の評価など、可視光
以外の周波数帯域においても全地球的な情報蓄積が進んでいます。
　しかし、これらの面的情報蓄積が可能な自然・工学的事象とは異なる、
社会的・文化的な事象や、もしくは自然事象でも地道な実地踏査を要する
課題については、地図表現そのものが容易でないため、これらを社会基盤
情報として活用するにはまだ道のりは遠いのです。
　この研究室では、四国広域および高知県全域を主たる対象に、従来蓄積
してきた地質地形情報を土台に、植物資源情報や、さらには社会・文化的
な情報までを重ね合わせて、産業政策や防災施策などにも適用可能な社会
基盤情報を生み出すことを目指します。

k 当面の研究内容

(1) 2012 年（平成 24) 年度総務省戦略的情報通信研究開発推進事業
（SCOPE）による「『救荒植物（災害時食糧備蓄となる植物）』栽培適地評価
システムと森林資源をリアルタイムに公開する地域基盤情報システムの
研究開発」（代表：高木方隆、共同者 : 渡邊高志）の研究成果をベースに、経
時データの蓄積分析を行います。
(2) 2013（平成25)-2017（平成29)年度文科省科研費基盤研究（A）「地理情
報システム利用によるレアプランツのインベントリーと有用性・安全性の
評価」（代表：渡邊高志、共同者：高木方隆）により、ネパール、ミャンマー、
ソロモンの植物資源の地理情報システム上での集積と分析を行います。
(3) 2014（平成 26)-2016（平成 28) 年度文科省科研費基盤研究（B）「新ア
グロフォレストリーのための森林・有用植物資源の賦存量の評価・予測
モデルの構築」（代表：高木方隆、共同者：渡邊高志）により、低高度空撮レ
イヤーでのデータ収集と解析を行います。
(4) 2017( 平成 29)-2019( 平成 31) 年度文科省科研費基盤研究 (B)「ア
グロフォレストリーのための統合ボクセルモデルの構築」( 代表 : 高木方
隆，古沢浩 )により、地表と地中を含めた自然環境データをボクセルモデ
ルによって表現し、里山の未来を予測できるシステムを構築します。

k k 

地域に住み続けるために必要な移動手段を、皆の
知恵を集めて維持していく
高齢化社会を迎える地方では、公共交通が地域の重要な生活基盤
であり、それを維持していくことが地域づくりに不可欠である。
その実現のために実践的な研究を行う｡

地域公共交通研究室

k 地域に密着した交通学研究の推進

　2017( 平成 29) 年度より「地域公共交通研究室」と「地域道路交通研
究室」が連携しながら地域が抱える交通の諸問題の解決に向けて研究を
進めています。

k 地域ＩＴＳの成果

　熊谷靖彦名誉教授の研究室では、これまで 10 年以上にわたって地方
の実情に即したＩＴＳ（Intelligent Transport Systems）を提起し、具体
的な実践成果を重ねてきました。中山間の狭隘道路で対向車の接近を検
知し警告する「ゆずりあいロード支援システム」は、県内はもとより県

外数十カ所でも設置されています。「道路表示板ＫＬシ
リーズ」は、高額を要した表示板システムを県内企業の
育成により低額化したもので、県内数十カ所に設置され
ています。「ノーガード電停の安全対策」を数カ
所で実施し安全性の向上を実現しました。この
他にも、バス運行に関する改善など様々な実績
をあげてきました。これらに共通する理念は、
都市交通を念頭においた従来型の ITS 導入では
なく、あくまで地方における住民の要望に根ざし
た ITS を開拓するということです。その理念を
Made in Kochi の KUSANONE-ITS として海外に
も発信し、多くの支持を得るに至っています。

k 

k 

 教授 /農学博士

システム工学群兼任

少子高齢化社会における道路交通の課題解決は
地方から
少子高齢化を迎える地方が抱える道路交通諸問題に対して、これ
まで本学が取り組んできたKUSANONE-ITS の成果や最新の研
究成果を活用し、地域社会の未来に貢献するための研究を行う。

地域道路交通研究室

　2017（平成 29）年度から研究
室長に就任した重山です。これまで、
新たなバス停の設計や運行系統の見
直し、および系統ＭＡＰのデザイン等、
高知の公共交通問題に取り組んで
きました。今後も前室長の
熊谷の仕事を引き継ぎ、地
域道路交通研究室と連携し
て、高知の公共交通基盤の
中心として研究室を盛り立
てていきます。

室長  重山 陽一郎
 教授 /博士（工学）

システム工学群兼任

　2017（平成 29）年度から研究室長に就任し
た西内です。これまで、わが国や発展途上国に

おける道路交通に関する様々な課題を
研究してきました。今後も前室長の熊
谷の仕事を引き継ぎ、地域公共交通
研究室とも連携して、高知の道路交
通基盤の中心として研究室を盛り立
てていきます。さらには高知から世
界に研究成果を積極的に展開します。

室長  西内 裕晶
講師/博士（工学）

システム工学群兼任

k 地方ならではの道路交通問題

　過疎化が進む地方都市においても、依然として発生する交通渋滞や交通
事故に加え、高齢ドライバーが増加する中での道路交通のあり方など、解
決すべき道路交通問題は多くあります。今後の地方都市における道路交通
基盤の活用方法を提案することは、地域社会の未来にとって重要なテーマ
です。

k 生活基盤としての公共交通

　人口の減少は、公共交通の減便や路線廃止を招く一方で、公共交通が少
ないが故に頼りとしてきた小型自家用車の運転も高齢化によってますま
す困難になるため、過疎地域の高齢者は買い物や通勤などの日常生活の
先行きに大きな不安を抱えています。そのような背景の中で、公共交通の
再構築を図ることは、地域社会の未来にとって重要なテーマです。地域社
会基盤としての公共交通に求められるシステム・計画的側面をさらに追
及します。例えば、バス路線の合理的再編や、路面電車の再評価、災害時の
公共交通の初動対応など、ハード・ソフトにまたがって幅広く未来の交
通基盤のあり方を、地域道路交通研究室と連携して考究します。

5 6Public Transport Laboratory Road Traffic Laboratory Geomatics Laboratory



客員研究員
Handityo Aulia Putra

   

室長  菊池 豊

スケールセンシティブという新概念を提案し、地域に立脚した産業と生
活基盤の持続可能モデルを追究する
これまで地域情報化サイクル研究室として取り組んできた地域 IX 事業を踏まえ、再生可能エネ
ルギーを軸とする地域電力網のモデル化も加味して、域内自律型の地域構造を探る。

スケールセンシティブ地域産業研究室

　これまで、いくつもの地域の幸せ度を示す指標が発表さ
れています。地方もそれなりに幸せだぞと言いたいので

しょうが、どうも地方の得点が高くなるようにも
のさしを作っているように思えます。それで

は真の地方のあり方を議論することがで
きません。もっと客観性の高い、地

方で感じる幸せの本質は何か
を突き詰めないと正しいもの
さしは出来ないでしょう。
　別の話をしましょう。送
電網が発達する以前は、電

  力会社は地域の地元の企  
　 業でした。商用インター

ネットの黎明期には地域
　 ごとにインターネット

サービスプロバイダが

雨後の筍のように出来たものです。しかし、どちらも寡占
化が進んでしまいました。なぜでしょう。地域の会社では
商売ができないのでしょうか。
　インターネット、電力事業、そして地域での生活、これ
らはどれも大変私には魅力的に感じます。その本質は自分
の必要なことを自分で行うからだと思うようになりまし
た。必要なモノやサービスを自分で作る、自分だけで作れ
ないなら知人と作る、それでも出来ないならコミュニティ
で作る。生活におけるこの成分が大きいほど楽しく愉快に
過ごせるように思うのです。
　この概念を数理的に表現することは出来ないか、この概
念で地域の新しい産業モデルを創出出来ないか。本研究室
では地域志向型の通信事業と再生可能エネルギー事業とを
大学発ベンチャーとして起業し、実践を通じた構成的なア
プローチで次世代の地域を探ってます。

室長  朴 啓彰

健常脳のビックデータから健康寿命と
運転寿命の同時延伸を目指す
脳ドックという日本独自の予防医学から創出される健
常脳のビックデータから「交通脳データベース」とい
う新たな概念を提起し、健康長寿と運転寿命を共に延
ばして、超高齢社会を活性化する。

地域交通医学・社会脳研究室

 生活習慣の乱れで、脳の毛細血管がゴースト
化して、白質病変が生じます。白質病変は認
知症の危険因子です。できるだけ早い時期
に、脳ドックを受けることをお薦めします。
脳を知れば、人生が変わります！

k 脳ドックのビックデータから運転挙動
　と脳構造との因果律を紐解く

　「運転は脳が司る、だから脳を調べる」と言う研究コンセプトに基づ
き、脳ドックで得られる健常脳の2万件を越えるデータベースから、脳の
MRI構造データ（脳部位容積と白質病変容積）と運転挙動との関係を明ら
かにします。横断的データ分析から、交通事故歴と大脳白質病変との有
意の関連性を既に報告していますが、脳ドックリピーターの縦断的デー
タ分析から「脳と運転挙動」との経時的因果関係の解明が進行中です。
　平成29年10月から、高知県の地域中核医療施設である医療法人松田会
愛宕病院リハビリテーション部との協働で、認知症疑いの高齢ドライ
バーを対象にした自動車運転外来を開設しました。認知症疑いの高齢ド
ライバーに対する認知症診断のみならず、認知リハビリテーションを施

行して安全運転能力の向上を目指す新たな試みを高知県警の指導・協力
のもとに行っています。リハビリによる脳刺激を行い、高次脳機能検査
やドライビングシミュレータ評価のリハビリ前後の変化量とMRI脳デー
タの変化量から、高齢ドライバーの危険運転行動と関連する脳特徴量を
見出します。高齢者講習や臨時認知機能検査等における高齢ドライバー
の危険運転事故防止の水際で、脳と運転との関係を明らかにする試みで
もあります。
　さらに、日本損害保険協会の研究助成を受けて平成30年4月から3年
間、過疎地域（田野町を中心とした中芸地域）で、高齢ドライバーの運
転に関する事案（違反事故、交通事故、免許返納等）を目的変数に、脳
を含む生体・健康データを説明変数にするpopulation-basedの追跡調査
研究を行います。このコホート調査から脳と運転寿命との関連性が明ら
かになると期待しています 。

k k 社会に見られるスケールフリー性

　社会に良く見られる構造に、スケールフリー(scale free)性という数学
的な特性を持つものがあります。これはより大きな組織がより多くの対
象を獲得するという普遍的な性質で、情報通信ネットワークやWEBのリ
ンク関係、電力網、はたまた人間の知り合い関係にも存在することが広
く知られるようになってきています。
　これは経済で考えると、国内では東京への一極集中、世界では「～メ
ジャー」と呼ばれる一部の企業がマーケットを独占する構造に当てはま
ります。すなわち、多くの産業が水平に統合され、巨大企業にならない
と継続性を持ちえないことを示しています。
　地域の目線では、このスケールフリー性が社会維持に大変な困難を持
ち込むと考えることも出来ます。地域で価値を創造し、地域が自立・自
律して行くためには、このスケールフリー性と異なるモデルによる社会
構造が必要なのです。

k スケールセンシティブへの挑戦

　人工言語理論で、文脈のある/ なしを context sensitive / free と呼びま
す。これにならって、スケールフリーの対極となる概念、すなわち地域
向きの社会構造を表す性質をスケールセンシティブ(scale sensitive)と命
名しました。
　スケールセンシティブな構造の特徴は、経済性やQoL（quality of life）
と言った社会の指標が、必ずしも規模とは連動しないことを意味してい
ます。それぞれの最適な規模が、地域社会の規模と同程度に落ち着くよ
うな構造を示す概念です。
　この構造を実現するためには、従来の価値の概念を変えていく必要が
あります。均質な要素が大量にあることを良しとするような経済指標が
必ずしもQoLとは相関がないということを見極めることにより「個々の
地域やコミュニティに準拠した生産活動や役務活動の方が品質は高いの
である」というような概念を広めることが重要と考えています。
　本研究室では、スケールセンシティブな地域産業、特に再生可能エネ
ルギーを軸とした電力ネットワークや情報通信ネットワークなどを題材
に研究を進め、地域が活力を取り戻すための産業を構想・実装すること
を目指します。さらにこれらの成果を本学で始める新しい学問「里山工
学」に反映していきます。

k k 

教授/博士（工学）

 客員教授/博士（医学）

高齢者の個人差

脳の個人差

危険運転行動・交通事故

70歳同年齢A・BのMRI脳画像

A B

運転能力の差

経時的MRI脳構造データ

運転挙動の経時的変化量に
対応する脳特徴量を見出す

自動車運転外来の概要図
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高知県田野町における「脳と運転」に関するコホート調査の概念図

運転寿命運転寿命

健康寿命健康寿命

脳の健康脳の健康

田野町田野町
人口約2700人の 
四国で一番小さい町
高齢者の割合が40%
を越えている。

人口約2700人の 
四国で一番小さい町
高齢者の割合が40%
を越えている。

2050年の日本は
高齢化率40%以上
になっている。
30年後の日本の姿
である田野町での

「脳と運転」に関する
コホ ート調査は

高齢ドライバー対策に
大きく寄与する。 

2050年の日本は
高齢化率40%以上
になっている。
30年後の日本の姿
である田野町での

「脳と運転」に関する
コホ ート調査は

高齢ドライバー対策に
大きく寄与する。 

高齢脳の特徴は、
白質病変と脳萎縮である。
これらは生活習慣と
大きく関係している。
白質病変と脳萎縮から
脳を守るためには、

適正飲酒・禁煙・厳格な
血圧管理が肝要である。

高齢脳の特徴は、
白質病変と脳萎縮である。
これらは生活習慣と
大きく関係している。
白質病変と脳萎縮から
脳を守るためには、

適正飲酒・禁煙・厳格な
血圧管理が肝要である。
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教授 / 博士（工学）
古沢　浩

室長  甲斐 芳郎

最先端技術と地域をつなぐ、最先端技術で地域を守る　　
2011東北地方太平洋沖地震は２万人近くの尊い命を奪い、今も東北地域を中心に産業や生活に深刻な影
響を与え続けている。千年の時を経て繰り返す極大災害に対しては、人間は過去の記憶だけで備えるこ
とはできない。人知を超える自然の猛威に対して、最先端のあらゆる技術を統合し、災害に対して最善
の対応を目指す。

統合減災マネジメント研究室

　防災は身近な問題でありながら、日常の生活ではなかな
か意識できないものです。しかしながら、一旦大災害が発
生すると、残念ながら一般の人々にも多数の後悔を引き起
こすものでもあります。江戸時代には大堤防は存在しませ
んでした。その結果人々は中小の津波でも多少の被害を被
り、それにより大津波の恐怖を認識することができまし

た。現代では中小の津波に対しては万全の備えを講
じており、それによる被害はないものの、逆に災
害に対する認識が甘くなっているのかもしれま
せん。本研究室の活動が現代人の防災意識に何
らかの助けになるよう活動を続けています。

室長  渡邊 高志

高知県の誇る多様な植物遺伝資源の真の価値を明らかにし、
持続的な植物活用の道を拓く
高知県はわが国に自生する 6,000 種のうち半数以上の 3,170 種が存在する植物
の宝庫であり、そのうち 350 種ほどが有用植物（衣・食・住及び薬用）と見込ま
れているが、そのほとんどは未開拓である。一方、県内各地には植物利用に関す
る伝統的な知恵の体系がまだかろうじて残っている。それらを掘り起こしサイ
エンスの光を当てることで新たな地域活性化の可能性を広げる。

補完薬用資源学研究室

k 高知県植物資源調査の集大成

　2010( 平成 22) 年度に研究室を開設して以来、5 年間で約 1 億円の外
部資金を得て、高知県の有用植物資源について調査研究を行ってきまし
た。2010( 平成 22)-2012( 平成 24) 年度、総務省 SCOPE の採択を得て、
地理情報システムと植物データベースとを組み合わせた LUPINES（Local 
Useful Plants with Intelligent Network of Exploring Surface）地域資源
活用プラットフォームを開発・実装し、WEB上※1に公開しています。ま
た、2011( 平成 23)-2013( 平成 25) 年度、県内 3大学と企業の共同研究
として、県内の未利用有用植物約 350 種について薬理活性スクリーニン
グなどの評価を行い、医薬品、健康食品、化粧品素材などの産業応用に向け
た優先順位づけを試みました。
　2012( 平成 24) 年度からは LUPINES を活用し、「救荒植物（災害時食糧
として江戸中期に普及）の栽培適地評価システム」( 高木方隆・SCOPE)
の共同研究により自生環境の評価や栽培適地選定の方法論を開発し、有望
種の薬理活性と、微気象・微地形等の環境要因との関係性についての分析
研究も継続しています。
　2013( 平成 25) 年度から「地理情報システム利用によるレアプランツ
のインベントリーと有用性・安全性の評価」｛科研費A｝により、これまで
フィールドとしてきたネパール、ミャンマー、ソロモン諸島、台湾、カンボ
ジアなどの植物調査を LUPINES 上に統合することを目指しています。
　2014( 平成 26) 年度から「新アグロフォレストリーのための森林・有
用植物資源の賦存量の評価・予測モデルの構築」｛高木方隆・科研費B｝に
より、低高度空撮立体画像データによる森林バイオマスおよび有用資源植
物の賦存量の精密な評価・予測モデル化を進めました。2017( 平成 29)
年度からは、間伐材・林地残材をフル活用したバイオマス研究と用材生産
との両立、さらに伐採後林床における和漢薬原料植物や高付加価値有用植
物の栽培適地輪作とを加味した、環境理工学群の研究室との共同研究を進
める中で、新たなアグロフォレストリーを目指しています。

k 今後の展開
　これまでの研究の集大成として有用種 354 種を選抜し用途や効能などの
解説を加えた「高知県有用植物ガイドブック」を刊行しました｛高知工科大
学編、高知新聞総合印刷、2016(平成 28)年 12月｝。本ガイドブックに収録
された有望種について、今後は産業化への展開をにらみつつ、大手企業及び
県内企業との商品事業化モデルを模索します。
　また、身近な植物の伝統的活用法を掘り起こすとともに、あらたな産業活
用の可能性を探るため、2013( 平成 25) 年度にスタートした地域連携機構
の冠イベント「食のキャラバン」をプラットフォームにした人材育成事業を
継続（高知県内１箇所、東京都内及び岡山県内ではFood Caravanと称し、年
３回程を予定）します。
　研究成果を地域づくりにも活かすため、香美市土佐山田町佐岡地区と香
南市香我美町西川地区を環境理工学群の生物環境データサイエンスの授業
の実践フィールドとして、有用植物を活用した地域ブランドの開発や、観光
拠点整備などの試行を継続します。
　2016( 平成 28) 年度からは、研究室で開発し、データを構築してきた
LUPINESの実践活用の事例として、高知工科大キャンパスの植物園化構想
を進めてきました。今年度からは本学近隣の公園や大阪府日本万国博覧会
記念公園に向け研究員らとともに植物案内パネルの設置も進めています。

k k k 世界の最先端の技術を高知に結集

　我が国は地震、津波に限らず、台風、高潮、火山噴火を始め、様々な自然災
害に見舞われてきました。それに対して、先人達は多くの知の結晶により
対応してきました。今日では耐震工学、耐津波工学の分野等において我が
国は世界最先端の技術を有しています。
　本研究室では、我が国の地震や津波等の様々な災害に関わる最前線の研
究をしている第一線の研究者と親密な関係を築き、彼らと最新の研究成果
を共有しています。

k 世界の最先端の技術を高知へ展開

　集積した最先端の技術は、大学内に留めるのではなく、地元の企業や自
治体などの現場で実際に活用されるよう展開します。具体的には、技術を
現場で利用してもらうための技術講習や、減災のための災害マネジメント
にこれらの技術をどのように活かしていけばよいのか勉強会を開催して
います。これにより、技術に精通した多くの技術者を育み、地域のニーズに
即した様々な災害情報の要望に対して、肌理の細かい対応ができるように
なることを期待しています。また、地元の企業が技術面で他県に対して優
位に立つことにより、新たなビジネスチャンスと結びつくことも期待して
います。

k 世界の最先端の技術を高知で活用

　地震、津波、土砂災害といった様々な災害から人命を守るのは当然のこと
ながら、広域の長期浸水を伴う津波被害に対しては、被災後の復興が重要な
キーワードとなっています。より効果的な復興活動のためには、事前の復興
計画の策定が有効なことは言うまでもありませんが、そのためには、被害の
具体的なイメージを市民の間で共有することが大切です。高知工科大学で
は、高知県内各地の地震被害推定や、津波に対する避難シミュレーションな
ど、地域の減災に役立つ研究を行っています。

k 減災に向けた映像情報の発信

　地震時に建物がどのように振動するのか、津波が地域にどのように押し
寄せるのか、解析結果は全て数値で表現されています。しかし、そのような
数値を眺めても、実際の地震や津波のイメージを持つことは不可能です。
そこで、最新の可視化ツールを用いて、解析結果をわかりやすいアニメー
ションとして公開しています。これにより、一般の方にも自分の身の回り
が地震時にどのような状況となるのか、津波がどのように押し寄せるのか
容易に理解ができるようになります。

k 

k 

k 

k 

　これまで人と植物の関わり、自然との調和
をテーマにして学問に携わってきました。
植物のもつ未知の力で世界を変えたい
という気持から、国際プロジェクト
に取り組み始め30年が過ぎまし
た。高知県に活動拠点を移してか
らは、有用植物が持つ様々な機能

を活かし、人間の暮らしに安全・安心
を与え、そして美味で健康に役立てるため、植

物のインベントリー調査に取り組んできました。私たち
が生きていく21世紀の世界では、植物資源をめぐる農
工医連携の科学や教育はますます重要性を増していきま
す。さらに地域に根ざし、地域に役に立てる大学のあり
方も問われています。その先駆的なモデルとなるようさ
らなる取り組みを進めます。2016年から在来品種に関
する研究を四国でもスタートしているので大学院生で興
味のある方を募集中です{渡邊高志・科研費挑戦的萌芽
研究2016(平成28)～2018(平成30)年度}。

 教授/博士（工学）

 客員教授/薬学博士システム工学群兼任
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室長  松本 泰典

ローテクとハイテクの融合で地域密着型の”ものづくり”を推進
地域の基幹産業である農水産業から得られる資源は、これまでに生産性の向上を目指した科学技術の導入が
行われ、その成果には目覚ましいものがある。しかし、昨今の地域の重要な課題である人口減少の抑制、雇用
創出から、これまでの技術開発に加え、新たな技術が求められている。これに応えるべく地域資源に価
値を付与することをテーマに、さまざまな分野の先端技術の研究開発を融合し推進する。

ものづくり先端技術研究室

　本研究室は、主として高知県内の企業とタッグを組み、技術のレベルアップ、新製品・新事業の
開発を進めてきました。今後もこの方針を基本としながら、高知県内はもとより、県内外の研究機
関・他大学とも共同で技術開発に取り組んでいきます。これまでの研究テーマであるスラリーアイ
スや海洋深層水に関する研究開発にとどまらず、さまざまな産業における新たなニーズを「ものづく
り」の観点からくみ上げ、形にしていきたいと考えています。

k 地域のニーズに応える

　本研究室がめざすのは、ハイテク技術そのものの研究ではありません。
高知県の地場産業である漁業、農業、林業、土木建設業、および最近注目さ
れている福祉・介護産業、環境産業などの分野で、ローテク技術の上に自
動化、集約化などのハイテク技術を加え、付加価値を高めることによって、
他ではできないユニークな、そして人々の役に立つ製品を研究開発するこ
とが、本研究室のポリシーです。
　本研究室では、地域密着型の“ものづくり”をテーマに、「海水利用関連装
置」「福祉・介護装置」「土木建設機械」「環境対策装置」「農業・林業関連装置」
の 5分野で研究開発プロジェクトを推進してきました。資金や研究開発体
制等に恵まれない地元企業の「駆け込み寺」として存在価値を高めていき
ます。

k 研究・活動実績（プロジェクト例）

 Ý 凍結濃縮システムの研究
　加熱すると成分の変質や、香りが損失してしまう液状食品を濃縮するた
め、液体中の水（H2O）を氷にし、含有成分の品質を損なうことなく濃縮可
能な装置の開発に取り組んでいます。
＜プロジェクト例＞
・2009（平成 21）-2010（平成 22）年度ＪＳＴ研究成果最適展開支援事業  
フィージビリティスタディ可能性発掘タイプ　シーズ顕在化に採択
・2012（平成 24）-2014（平成 26）年度四国経済産業局戦略的技術高度化
支援事業に採択

 Ý 「スラリーアイスの製造・貯蔵・輸送の研究」（産学官共同）
　塩分濃度 1wt％以下の塩水からスラリーアイスの製造が可能な装置開
発の他、氷充填率（IPF）が一定で貯蔵および輸送が可能な貯氷タンクの開
発に取り組みました。
＜プロジェクト例＞
・2005（平成 17）年度ＪＳＴサテライト高知の事業に採択
・2006（平成 18）、2007（平成 19）年度四国経済産業局地域新生コンソー

シアム研究開発事業に採択
・2011（平成 23）年度日刊工業新聞社「第６回モノづくり連携大賞」受賞
・2014（平成 26）年度文部科学大臣表彰「科学技術賞（技術部門 )」受賞

 Ý 「生鮮食品等の高衛生・鮮度保持に関する新たな冷却媒体生
産システムの研究開発」

　食品添加物として近年認証された次亜塩素酸を含有した塩水溶液から、
スラリーアイスの生成がワンパスで、すなわち貯氷タンクを必要とせず製
氷装置からダイレクトに氷充填率 25％のスラリーアイスが生成可能な機
構の開発に取り組んでいます。
＜プロジェクト例＞
・2014（平成 26）-2016（平成 28）年度高知県産学官連携産業創出研究推
進事業委託事業に採択

 Ý 「生鮮魚介類の鮮度保持システムの研究開発」（産官学共同）
　高知県内の水産研究機関、企業との連携を図り、近海漁業で漁獲される
魚介類の長期鮮度保持方法の開発に、保存水質と各魚介類の鮮度との関係
を調べアプローチしています。
・2008（平成 20）年度ＪＳＴ地域イノベーション創出総合支援事業（地域
ニーズ即応型）に採択
・2013（平成 25）-2015（平成 27）年度ＪＳＴ第３回復興促進プログラム
（マッチング促進）に採択

k 

k 

 Ý 

 Ý 

 Ý 

 Ý 

センター長  那須 清吾

文理統合による社会シミュレーションと政策・経営ソリューション創造
社会科学と自然科学の統合により、複雑な課題・現象を分析・再現し、将来を予測するとともにソ
リューション効果を予測することで、実際に社会を経営するための役に立つ学問を目指す。

社会マネジメントシステム研究センター

　当センターでは、具体的課題として、①吉野川流域お
よび高知平野における気象学、土木工学、経済学の学術
統合研究（気候変動適応技術社会実装プログラム
(SI-CAT)）、②国内外の地方自治体の道路インフラア
セットマネジメントの汎用システム開発・実装（内閣
府戦略的イノベーション推進プログラム(SIP)）、③市
議会の機能強化と目的に対応した行政改革支援（香南
市議会）、④金銭量と物理量によるハイブリッド産業
連関分析システム開発と地域経済波及効果分析（木質
バイオマス事業創造と地域インパクト評価）、⑤喫
煙・飲酒と脳の委縮現象の関係性分析と緩和飲料の開
発、など着実に成果を出していきます。

k 学術統合の必要性

　我々の世界は、気候変動や水資源問題、環境エネルギー問題、少子高齢
化や低成長問題、さらには社会基盤の老朽化による安全安心に対する脅威
など、さまざまで複雑な課題に直面しています。社会における経営問題や
政策課題に対するソリューションを生み出す方法は、学術分野毎に存在し
ますが、複雑化する社会的課題の再現やソリューション創造は単独学術分
野では困難になってきています。個々の学術分野の分別性（分離・個別的
な認識）ゆえに、社会の将来にとって重要な依他性（つながり・関係性に
目覚めた認識）とその結果としての将来見通しや対応方法にたどり着くこ
とが困難なのです。しかし、たとえ困難でも、真実性（全てはつながり・
関係性において存在本来一つであること）から学術分野の関係性を構築す
ることで、ソリューション創造が実現出来ることを示す必要があります。 
学術分野は、第一に基礎的な原理に関する研究（基礎研究）、第二に基礎
研究の応用研究、第三に応用研究
の実装研究に分類されます（右図
参照）。
　ここで重要なのは、実装研究に
おける社会科学と自然科学の統合
研究です。実社会と学術、現象と
認識を繋ぐ trans-discipl inary
および、学術分野を統合する 
inter-d isc ip l inaryを研究体系
とすることで、あらたな研究分野
の構成・発展に寄与できるのです。

k 社会マネジメントシステム学

　社会マネジメントシステム研究センターでは、地域活性化や事業創造、
行政経営や地域経営などの個別的課題を解決するための社会マネジメン
トシステムの創造により社会貢献を行っています。社会貢献を通じて学術
的研究を実践し、その成果を検証することで更に学術的論理を進化させる
マネジメントサイクルにより、研究と社会貢献が一体化した取り組みを
行っています。
本センターが提案する”文理統合による社会シミュレーションと政策・経
営ソリューション創
造”は、主として工
学、心理学、経済学、
経営学の統合により
社会現象を再現・分
析し、政策・経営戦
略の効果を評価する
ことで真に社会が求
めているソリュー
ションを創造し意思決定することを目指します。対象とする分野は、これ
までの高知工科大学 21世紀 COE“社会マネジメントシステム学”で研究
実績を蓄積してきた災害マネジメント、社会基盤維持管理と安全安心マネ
ジメント、地域エネルギー政策マネジメント、地域活性化経営（産業、福
祉）、気候変動適応策です。

k k 

社会システム、経営
システムの仮説（行政経営、
事業形成、政策立案などの
方法論・システム仮説）

社会貢献による実験
（具体的なシステム構築
  および運用）

システム設計、プロセス設計
の論理・構造検証（ロジックの
検証と新たなロジック構築）

社会貢献の成果確認
（パフォーマンス、プロセス確認）

創造（一次 )
モデル

展開（二次 )
モデル

統合（三次 )
モデル

文化

学術

社会基礎研究
・理論

応用研究・
理論・技術

実装研究
社会科学および自然科学
応用理論・技術の統合

学術分野
の構造

 准教授/博士（工学）

システム工学群兼任

 教授/博士（工学）

経済・マネジメント学群兼任

助教（ポスドク研究員）/博士（工学）
吉村 耕平
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客員研究員
村井 亮介
地域共生センター兼任

教授
松﨑 了三

センター長  永野 正展

地域連携機構諸活動の社会実装に向けた
体系化を目指す
地域連携機構のこれまでの諸活動の中から社会実装の局
面における構想や課題の分析を行い、大学の地域貢献の
先駆的なモデルを歴史に留める。

社会連携センター

　急速に進展する少子高齢化社会は地域の持続的発展を
妨げる要因であり、限界集落と言う概念を超えて限界自
治体 ( 社会 ) の出現も想定可能な時代環境となっていま
す。  もはや 20 世紀後半の社会運営システムが機能しな
くなりつつあることを素直に受け入れて、新しい運営モ
デルの構築とより効果的な運営エンジンの実装に取り掛
からなければならないときに来ています。 必要とするエ
ンジンは集落や地域・自治体の垣根を超えた多機能のク
ラスター構造によってニーズに対応するものが想定されま
す。 また、そのエンジンは自律が前提条件であり、財政・経
済面や運転面からも自在に運営・統御できるプレイヤーの出
現が重要です。

k グリーンエネルギーのさらなる発展

　前身である地域活性化研究室の開設以来、高知の森林資源の活用を中心
としたグリーンエネルギー戦略を提起し、2015 年 1月にひとつの節目と
して宿毛市に木質バイオマス火力発電所とペレット製造工場を併設した
プラントを建設し実稼働するに至りました。
　今後さらにこのモデルプラントを足がかりにして地域貢献を発展させ
るため、自然林などを対象とした森林経営計画による新たな価値創造や早
生の樹木を導入した森林経営、伐採跡地で有用植物栽培を行う新アグロ
フォレストリーの試行、リモートセンシングや ICT を活用した森林資源の
評価管理、森林労働改善のためのロボット開発など、様々な方向で挑戦を
重ねる必要があります。
　さらに、発電時の排熱活用に焦点を当てた新しい取り組みを構想してい
ます。より進化した持続可能社会の実現に向けた運動を展開して行きま
す。

k 地域の諸課題に取り組む「場」

　地域連携機構の各研究室とも過去９年の経験を通して社会実装の段階
に向けた取り組みを強化しつつあり、これまで以上に幅広い情報発信と
様々な関係者による自由な意見交換が必要となります。社会連携センター
ではそのような「場」の創出を目指します。
　また、地域の諸課題に関する分析・コンサルテーションなどにも取り組
むとともに、地域の政策立案を担う議員や首長等に向けた地域連携機構独
自の情報提供なども進めます。

k k 

教授/ 工学博士
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准教授/博士（心理学）
鈴木 高志
共通教育教室兼任

地域の幸せを見つめ、末代まで安心して暮らせる
地域社会の実現を目指す
過疎、高齢化などの逆境の中で、地域の暮らしや文化の価値を再発見す
るとともに、新たな価値の創造と、次の世代の育成と持続可能な地域社
会の継承に向けた試みに挑戦する。

地域共生センター

k 大学地元からの地域モデルづくり

　大学が立地する物部川流域は、古代からの基層文化の上に近代にいた
る歴史文化が重層しています。 いっぽう過疎、高齢化という地方共通の
課題が積層し、文化の喪失、コミュニティの消滅などの危機に直面して
います。その中で、あらためて地域住民が主体となって地域社会を再構
築し、次の世代に誇るべきふるさとを継承することに大学がどのように
寄与できるかの実践的なモデルを探究します。
　地域社会の一員でもある大学として、当センターではボトムアップ・
アプローチを重視し、地域住民の意識の誘導、試行的な実践活動および
その科学的な評価などの具体策を重ね、その中から県内他地域や、我が
国広域に波及するような成功事例を示します。

k 次世代への継承

　地域を再構築するためには、なによりも次の担い手を育成することが
重要です。地域や学校などと連携し、まち全体が次世代の育成が図られ
るような環境モデルを探求します。家庭・学校・地域をつなぐ子供たち
の新たな育成モデルの構築や、児童・生徒、大学生が地域の方々と共に
文化体験を再現共有するなどの「学びの場」を創出します。そのほか、
地域の環境を活かした多様な学習プログラムの提供を試みます。
　また、教育心理学や教育学、教育工学などの最新の知見も動員して長
期縦断的な調査を実施します。これにより、一過性のイベントに終始す
ることない持続的な学習プログラムの構築と、継続的な評価を重ね、１０
年後の成果を見据えた活動を展開します。

k k 

Center for Local Sustainability

教授 / Ph.D
永島 正康
経済・マネジメント
学群兼任

助手
武村 由美

教授 / Ph.D 
渡邉 法美
経済・マネジメント
学群兼任

センター長
　大学の社会貢献が、研究、教育に次ぐ第三の役
割と法律の上で規定されたのは、今からわずか十
数年前のことであり、いまだ本格的な理論体系も
確立していません。 さらに地域貢献となると、地
方それぞれの固有の事情もあり、各地の大学が手
探りをしている段階です。したがって、前例や横
並びにとらわれずに、高知工科大学独自の道を拓
いていきたいと思います。

地域連携機構副機構長

浜田 正彦



明日の学校教育を創る、
地域発学校教育イノベーション
現在の教育現場では、グローバル化や情報化、技術革新などの急激な社会の変化に柔軟に
対応でき、新しい未来を主体的に切り開いていける若者を育成することが急務となってい
ます。このような課題に対応できる学校教育を実現するために、地域の学校や教育機関と
の協働により、高度な教育実践の手法を開発します。

地域教育高度化研究室

　学校教育は未だに全てのことに「正解」があり、
それを覚えるための教え方をしているように見受け
られます。しかし、それだけでは解決できない問
題が山積しているのが 21 世紀です。正解のない
問題について、子どもたちが、自分なりの考えを
もち、みんなと話し合い、より良い解決策を創り
出していくことのできるようになるために、学校
は何ができるのでしょうか。教師はどのような役
割を果たせば良いのでしょうか。
　子どもたちは、元気で、熱意に溢れ、生き生きと
学び続ける先生と一緒に学びたいはずです。地域教
育高度化研究室は、そのような生涯自らも学び続け
る先生をサポートし、共に新しい教育を創り出して
いける場所でありたいと思っています。

k 地域教育高度化研究室の目指すもの

(1) 高度な教育実践の手法の開発
(2) 教師の自己成長のための方法の開発
(3) 教師や学校、教育機関に対する効果的な支援の在り方に関する研究

k 地域との協働による教育の高度化

域教育高度化研究室は、教育実践の高度化 (Excellence in Education) を
実現するために、以下の３つの領域で研究を進めます。
 (1) 教科教育の高度化に関する実践的研究
　教科教育における理論と実践の往還により、指導実践の高度化及び教員
の成長に関する研究を行います。
◯「コミュニケーション能力を育成するための英語教育の高度化に関する
研究－香美市の保幼小中における一貫したカリキュラムと指導法の開発
－」客員研究員　田村香江（香美市教育委員会 教育振興課 学校教育班 指
導主事）
◯英語授業の幹プロジェクト
(2) 新しい学びの手法に関する実践的研究
　主体的・対話的で深い学び（アクティブ・ラーニングの視点）や学校教
育における ICT の活用など、子どもたちの学びの過程を改善するための研

究を行ないます。
◯「香美市における異校種接続による教育の高度化に関する調査研究」
客員研究員　濱田久美子（山田高等学校長）
◯「商品開発を通した、高校生による地域活性化プロジェクトの研究」
客員研究員　前田賀代（山田高等学校　教諭）　
(3) 学校マネジメントの高度化に関する実践的研究
　教育行政や学校におけるマネジメントの高度化に関する研究を行ない
ます。当面は、香美市教育委員会、山田高校、山田養護学校との協働による
香美教育コラボレーション会議を通して、現状のニーズや課題の把握・分
析を行います。

k 教室で成長する教師

　日頃の授業や業務に何か新しいものを加えるのではなく、教師が教室で
生徒に教えながら自ら学ぶことを重視します。いわゆる“On the job”の状
況で、日常の実践や出来事、それに対する振り返りや省察を通して、教育実
践の高度化の手法を探究していきます。

k 

k 

k 

室長  長﨑 政浩
教授 / （学校教育学修士）
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代表者　　資金出所　　事業名称／研究テーマ
地域公共交通研究室（旧：交通基盤研究室） 
重山　陽一郎　　受　託　　　高知県中央地域バス路線に係る行先（系統）番号化・サインデザイン業務およびデータ分析・シミュレーション
重山　陽一郎　　受　託　　　田野町地域公共交通網整備支援業務
重山　陽一郎　　受　託　　　佐川町公共交通再編実施事業委託業務
重山　陽一郎　　受　託　　　安田町における地域公共交通のあり方調査委託業務
重山　陽一郎　　奨　学　　　学術研究のため
熊谷　靖彦　　　科　研　　　超高齢社会における運転免許の有り方についての研究
熊谷　靖彦　　　共　同　　　地磁気センサーに関する研究
地域道路交通研究室（旧：交通基盤研究室）
西内　裕晶　　　受　託　　　来訪者の移動経路を加味した道の駅の機能評価に関する研究
西内　裕晶　　　共　同　　　交通事故リスクマネジメント手法の研究開発
西内　裕晶　　　科　研　　　地方都市における公共交通利用者の利用頻度変化モデルの構築
統合減災マネジメント研究室
甲斐　芳郎　　　受　託　　　平成 29年度県営住宅被害予測基礎調査委託業務
甲斐　芳郎　　　受　託　　　平成 29年度木造戸建住宅 CLT活用基礎資料作成委託業務
国土情報処理工学研究室
高木　方隆　　　科　研　　　アグロフォレストリーのための統合ボクセルモデルの構築
高木　方隆　　　科　研　　　地理情報システム利用によるレアプランツのインベントリーと有用性・安全性の評価
高木　方隆　　　共　同　　　航空測量結果（DEMデータ）を用いた高瀬地区の地表変動状況解析 
スケールセンシティブ地域産業研究室（旧：地域情報化サイクル研究室）
菊池　豊　　　　共　同　　　「日本万国博覧会記念公園　新たな魅力発信事業」における研究活動や留学生を活用した近隣大学等との連携
 　　　　  による情報発信
菊池　豊　　　　受　託　　　途上国ＩＴＳ整備に於ける通信方法の選択業務（ケーススタディ：ウガンダ）
菊池　豊　　　　受　託　　　地域におけるＩＣＴ研究開発状況に関する調査コンサルティング
地域交通医学・社会脳研究室
朴　啓彰　　　　科　研　　　脳情報とパーソナリティに基づく自動運転想定下の危険場面回避に関する基礎的検討
朴　啓彰　　　　科　研　　　大規模健常脳MRI データベースを利用した 3D映像酔いの脳内メカニズム解明
朴　啓彰　　　　科　研　　　高齢ドライバーの生理的老化及び病的老化と運転行動の関係に関する基礎的研究  
朴　啓彰　　　　共　同　　　高齢ドライバーの生理的老化及び病的老化と運転行動の関係に関する基礎的研究 
朴　啓彰　　　　受　託　　　脳情報の可視化と制御による活力溢れる生活の実現
朴　啓彰　　　　奨　学　　　自動車事故防止対策研究助成金（高齢者の脳を含む老化情報と交通事故との関連性に関する研究）
大田　学　　　　科　研　　　健常中高年ドライバーの白質病変と危険運転行動の定量的コホート分析
ものづくり先端技術研究室
松本　泰典　　　共　同　　　ユズ成分の機能性を利用した健康領域新産業創出
松本　泰典　　　共　同　　　加湿の気化ユニット構造に関する研究開発
松本　泰典　　　受　託　　　生鮮食品に対応する次亜塩素酸スラリーアイスの自動生成システムの開発
松本　泰典　　　奨　学　　　学術研究のため
松本　泰典　　　奨　学　　　学術研究のため　フィルトレーションに関係する研究テーマに関与すること
松本　泰典　　　補　助　　　懸濁結晶法による凍結濃縮システムの事業化
松本　泰典　　　共　同　　　懸濁結晶法による凍結濃縮システムの開発
社会マネジメントシステム研究センター
那須　清吾　　　受　託　　　道路インフラマネジメントサイクルの展開と国内外への実装を目指した統括的研究
那須　清吾　　　受　託　　　平成２ 9年度気候変動適応技術社会実装プログラムによる委託業務
吉村　耕平　　　受　託　　　河川・下水道のシームレスモデルを用いたリアルタイム浸水予測手法の開発
地域共生センター
永島　正康　　　科　研　　　持続的競争優位獲得のための適切な製造－販売協働の実証的研究
永島　正康　　　科　研　　　グローバル市場に適応するためのエンジニアリングおよびサプライチェーンに関する研究
渡邊　法美　　　科　研　　　建設技術者の生きがいの向上方策
長﨑　政浩　　　科　研　　　英語語彙指導のための先導的な教育 ICT システムの構築
鈴木　高志　　　科　研　　　学校教育現場における無気力の規定因の解明：家庭環境と友人関係に着目した縦断的検討
鈴木　高志　　　科　研　　　内発的将来目標に根差したリーダーシップ育成による効果的なキャリア発達に関する研究
鈴木　高志　　　科　研　　　メタ認知促進プログラムによる教師の指導行動改善に関する研究

受入額合計　　119,914,115 円

& 2017（平成29) 年度外部資金等一覧 



沿革
2009（平成 21）年
4 月　地域連携機構発足

大学の社会貢献や地域貢献への期待により強力に応えるべく、本学の
公立大学法人化と同時に地域連携機構を設立した。
従来、総合研究所のもとで特に地域貢献の性格が強かった以下の5
つのセンターを、あらたに連携研究センターの研究室として再配置す
ることとした。
地域 ITS社会研究室（熊谷靖彦 )
地域情報化サイクル研究室（菊池豊 )
知的認識システム開発研究室（竹田史章 )
バイオカーボン開発研究室（坂輪光弘 )
ものづくり先端技術研究室（松本泰典 )
同時に、これらの個別研究室のシーズを横断的につなぎ、あるいは地
域の課題構造そのものを分析し社会システムとしての提案につなげ
るための地域連携センターが構想され、次の2つの研究室が新設配
置された。
連携企画研究室（中田愼介 )
地域活性化研究室（永野正展 )

4 月　地域連携機構発足記念講演 4 月 23 日（木 )
            「地 域 活 性 化 と 大 学 の 役 割－地 域 連 携 機 構 の 意 義－」
　　　（地域活性学会会長清成忠男 )

2010（平成 22）年
4 月　連携研究センターに「補完薬用資源学研究室」（渡邊高志 )新設
8月　経済産業省・産学連携人材育成支援事業に採択
            テーマ：「高知工科大学地域連携機構を核に大学教員と地域人材が
            共に育つシステムモデルの試行」（代表：中田愼介 )
8 月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE) に採択
             テーマ：「地域植物資源コンテンツ拡充と利活用を促進する地域
             フィールド活動支援プラットフォームの研究開発」（代表：渡邊高志)
10月  連携研究センターに「地域公共交通研究室」（熊谷靖彦：兼任)新設

2011（平成 23）年
3 月　坂輪光弘教授退任により「バイオカーボン開発研究室」終了
4月　地域連携機構長に木村良（研究本部長、総合研究所長兼任 )着任

4月　社会連携部が新設され地域連携機構を担当
4月　「社会マネジメントシステム研究センター」（那須清吾 )新設
4月　連携研究センターに「地域交通医学研究室」（朴啓彰 )新設
7月　高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第１クール放送（7/11-15）
10 月  高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第２クール放送（10/17-21）
12 月  高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第３クール放送（12/12-16）

2012（平成 24）年
3 月　高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第４クール放送（3/13-19）
3月　「知的認識システム開発研究室」がシステム工学群竹田研究室へ移行
4月　連携研究センターに「統合減災マネジメント研究室」（甲斐芳郎）新設
4月　社会マネジメントシステム研究センターに「財務会計研究室」
           （村瀬儀祐）新設
7月　地域連携機構発のベンチャーとして（株）グリーン・エネルギー研究  
           所発足。会長：永野正展教授、社長：那須清吾教授
８月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択
            テーマ：「『救荒植物（災害時食糧備蓄となる植物）』栽培適地評価シス
            テムと森林資源をリアルタイムに公開する地域基盤情報システムの
             研究開発」（代表：高木方隆 )  

2013（平成 25）年
5月　食のキャラバン「郷土の植物再発見－食文化観光の開拓－」開始
             前年度ＳＣＯＰＥの成果普及を目的に県内各地にて連続ワークショッ
             プを全6回開催。[1]香北町谷相（5/23) [2]高知市内（6/22) [3]梼原町
　　　（7/12) [4]室戸（9/20) [5]土佐市（10/20) [6]高知市（11/23)
8月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択
             テーマ：「災害時に事業継続性を発揮する情報通信インフラのための
             運用計画改善手法および冗長化技術の研究開発」（代表：岡村健志）

2014（平成 26）年
3月　中田慎介教授退任により「連携企画研究室」終了

3月　地域連携機構　活動総括　連続セミナー開始

             各研究室より、これまでの研究成果を総括する報告会を実施（全11回）

4月　連携研究センターに「国土情報処理工学研究室」（高木方隆）新設

4月　地域連携センターの「地域活性化研究室」を同センターに統合一本化

8月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択

             テーマ：「分散システムの耐災害性・耐障害性の検証・評価・反映を
             行うプラットフォームとビジネスモデルの開発」（代表：菊池豊）

2015（平成 27）年
1月　宿毛市にて（株）グリーン・エネルギー研究所による火力発電所＆木質
　　　ペレット製造プラント竣工
3月　村瀬儀祐教授退任により「財務会計研究室」終了　
4月　地域連携機構改組

高知県立大学との法人統合に伴い高知工科大学永国寺キャンパス
を開設。ここに社会マネジメントシステム研究センターおよび社会
連携センター（地域連携センターより改称）を移転。あわせて地域共
生センターを新設。連携研究センターの研究室の改称等も含め、以
下のとおり
◆ 連携研究センター［香美キャンパス］（木村良）
      交通基盤研究室（熊谷靖彦：地域ＩＴＳ社会研究室、
      地域公共交通研究室を統合改称)
      国土情報処理工学研究室（高木方隆：継続）
      地域交通医学・社会脳研究室（朴啓彰：改称継続）
      スケールセンシティブ地域産業研究室（菊池豊：改称継続)
      統合減災マネジメント研究室（甲斐芳郎：継続)
      補完薬用資源学研究室（渡邊高志：継続)
      ものづくり先端技術研究室（松本泰典：継続)
◆ 社会マネジメントシステム研究センター［永国寺キャンパス］
     （那須清吾：継続）
      新公共工事システム研究室［香美キャンパス］（國島正彦：新設）
◆ 社会連携センター［永国寺キャンパス］（永野正展：改称継続）
◆ 地域共生センター［永国寺キャンパス］（浜田正彦：新設）

7月　高知工科大学紀要（第12巻　第1号）にて特集「地域連携機構6ヵ年の
活動総括」を掲載　
「地域連携機構のあゆみ　2009～2014」

7月　食のキャラバン「郷土の植物再発見－食文化観光の開拓－」第2シリー
ズ開始
2013年度に続き、連続ワークショップを全4回開催。[1]室戸市（7/4) 
[2] 高知市：牧野植物園（9/7) [3] 四万十市 （11/11) [4] 高知市
（2016/3/21)

11月  那須清吾教授、松崎了三教授のプロデュースにより高知龍馬空港に「空
飛ブ八百屋」開設

11月  文部科学省「気候変動適応技術社会実装プログラム」事業に採択

テーマ：「技術開発機関との協力による技術開発及び自治体の気候変
動による課題を踏まえた成果の試行、改良」（代表：那須清吾）

2016（平成 28）年
4月 　 「里山基盤科学技術の社会実装モデルプロジェクト」（通称：里山プロ

ジェクト）発足
6月　高知工科大学「植物園化構想」のもと香美キャンパスに植物パネルを設
　　　置
11月  食のキャラバン「郷土の植物再発見－食文化観光の開拓－」第3シリー
　　　ズ開始
　　　Food Caravan in Tokyoと題してワークショップを開催。[1]田町CIC

（11/18) [2]埼玉県児玉郡神川町（3/26)
12月　里山プロジェクトの拠点として土佐山田町中後入にて古民家を購入

2017( 平成 29) 年
3月　「交通基盤研究室」を後継2研究室に改編
4月　連携研究センターに「地域公共交通研究室」（重山陽一郎）新設
4月　連携研究センターに「地域道路交通研究室」（西内裕晶）新設
4月　地域教育支援センター及び「地域教育高度化研究室」（長﨑政浩）新設
4月　文科省・科研費などに里山プロジェクト関連で複数採択

科研費B：「アグロフォレストリーのための統合ボクセルモデルの構築」（代表：

高木方隆）

科研費C：「里山環境の人為的遷移の歴史分析ならびに野外実験にもとづく新里

山創成」（代表：渡辺菊眞）

科研費C：「地域特性を考慮した熱中症予防情報の提供に関する研究」（代表：赤

塚　慎）四国クリエイト協会技術開発支援制度：「木灰を用いた地還型コンクリー

トの実用化」(代表：大内雅博)

9 月　里山プロジェクト関連で学長裁量費学内公募採択
　　　テーマ：「フィールド研究を支援する マルチクラウドGIS-DB 　　
　　　Platform・テストベッド事業」
12月  「里山工学」を旗揚げ

2018 年（平成 30）年
３月　國島正彦教授退任により「新公共工事システム研究室」終了
４月　地域連携機構長に岩田誠（研究本部長、総合研究所長兼任）着任
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